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2025 年１月期及び 2025 年７月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに 
2026 年１月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ 

 
東海道リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、2024 年９月 17 日付「2024 年７月期 

決算短信（REIT）」で公表した 2025 年１月期（2024年８月１日～2025 年１月 31 日）及び 2025 年７月
期（2025 年２月１日～2025 年７月 31 日）の運用状況及び分配金の予想について、下記のとおり修正し
ましたのでお知らせいたします。 
また、2026 年１月期（2025 年８月１日～2026 年１月 31 日）の運用状況及び分配金の予想について

も、下記のとおり、あわせてお知らせいたします。 
 

記 
 

1. 運用状況及び分配金の予想の修正並びに公表の理由 

本日付けで公表した取得予定資産（別紙「2025 年１月期、2025 年７月期及び 2026 年１月期におけ

る運用状況及び分配金の予想の前提条件」に定義します。）の取得及び資金の借入れ並びに本日開催

の本投資法人役員会で決議した新投資口発行等に伴い、2024 年９月 17 日付「2024 年７月期 決算短

信（REIT）」で公表した 2025 年７月期の予想の前提に変更が生じ、営業収益の予想額に 10％以上の差

異が生じる見込みとなったため、運用状況及び分配金の予想の修正を行うとともに、新たに 2026 年

１月期の運用状況及び分配金の予想を開示するものです。 

また、基準金利上昇に伴う有利子負債の支払利息の増加等を主たる理由として、2025 年１月期の運

用状況及び分配金の予想について、2024 年９月 17 日付「2024 年７月期 決算短信（REIT）」におい

て公表した前提条件に変更が生じる見込みとなったことから、当該期の運用状況及び分配金の予想の

修正を行うものです。 
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2. 2025 年１月期（2024 年８月１日～2025 年１月 31 日）の運用状況及び分配金の予想の修正 

 
営業収益 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１口当たり

分配金 
（円） 

（利益超過分配

金を含む） 

  

１口当たり

分配金 
（円） 

（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり

利益超過 

分配金 
（円） 

前回発表 

予想（A） 
1,989 1,095 942 941 3,380 3,380 －  

今回修正 

予想（B） 
2,009 1,091 928 927 3,330 3,330 －  

増減額（C） 

（B）－（A） 
20 △4 △13 △13 △50 △50 －  

増減率 

（C）/（A） 
1.0% △0.4% △1.5% △1.5% △1.5% △1.5% －  

（参考）2025年１月期：予想期末発行済投資口数  278,400 口、１口当たり予想当期純利益  3,330円 

 

3. 2025 年７月期（2025 年２月１日～2025 年７月 31 日）の運用状況及び分配金の予想の修正 

 
営業収益 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１口当たり

分配金 
（円） 

（利益超過分配

金を含む） 

  

１口当たり

分配金 
（円） 

（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり

利益超過 

分配金 
（円） 

前回発表 

予想（A） 
2,012 1,103 915 914 3,285 3,285 －  

今回修正 

予想（B） 
2,273 1,324 1,046 1,045 3,299 3,299 －  

増減額（C） 

（B）－（A） 
261 220 130 130 14 14 －  

増減率 

（C）/（A） 
13.0% 20.0% 14.3% 14.3% 0.4% 0.4% －  

（参考）2025年７月期：予想期末発行済投資口数  316,883 口、１口当たり予想当期純利益  3,299円 
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4. 2026 年１月期（2025 年８月１日～2026 年１月 31 日）の運用状況及び分配金の予想 

 
営業収益 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１口当たり

分配金 
（円） 

（利益超過分配

金を含む） 

  

１口当た

り分配金 
（円） 

（利益超過分配金

は含まない） 

１口当たり

利益超過 

分配金 
（円） 

2026 年 

１月期 
2,285 1,282 1,048 1,047 3,306 3,306 －  

（参考）2026年１月期：予想期末発行済投資口数  316,883口、１口当たり予想当期純利益  3,306円 

 
（注１）2025年１月期、2025 年７月期及び 2026 年１月期の運用状況及び分配金の予想については、別紙「2025年１月期、

2025 年７月期及び 2026年１月期における運用状況及び分配金の予想の前提条件」に記載した前提条件に基づき算

出した現時点のものであり、今後の不動産等の追加取得又は売却、賃借人の異動等に伴う賃料収入の変動、予期せ

ぬ修繕の発生等運用環境の変化、不動産市場等の推移、金利の変動、実際に決定される新投資口の発行数及び発行

価格、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、前提条件との間に差違が生じ、その結果、実際の営業

収益、営業利益、経常利益、当期純利益及び１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は変動する可能性が

あります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 

（注２）上記予想と一定以上の乖離が見込まれる場合は、予想の修正を行うことがあります。 

（注３）単位未満の数値は切り捨てて記載し、増減率については、小数第２位を四捨五入して記載しています。 

 

以 上 
 
＊本投資法人のホームページアドレス：https://www.tokaido-reit.co.jp 
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【別紙】 
 

2025 年１月期、2025 年７月期及び 2026 年１月期における運用状況及び分配金の予想の前提条件 

項目 前提条件 

計算期間 
・2025 年１月期（第７期）（2024 年８月１日～2025年１月 31 日）（184 日） 
・2025 年７月期（第８期）（2025 年２月１日～2025年７月 31 日）（181 日） 
・2026 年１月期（第９期）（2025 年８月１日～2026年１月 31 日）（184 日） 

運用資産 

・2025 年１月期については、本日現在保有している不動産及び不動産信託受益権（合
計 23 物件）（以下「取得済資産」といいます。）、2025 年７月期及び 2026 年１月
期については、これに加え、本日開催の本投資法人役員会で決議した新投資口発
行後に取得予定の計６物件の不動産及び不動産信託受益権（以下「取得予定資産」
といいます。）を 2025 年２月４日に取得し、これらの不動産及び不動産信託受益
権を 2026 年１月期末まで保有し続けること及びそれ以外に新規物件の取得が行
われないことを前提としています。 

・実際には取得予定資産以外の新規物件取得又は保有物件の処分等により変動する
可能性があります。 

営業収益 
・取得済資産及び取得予定資産の賃貸事業収入については、締結済み又は締結予定
の賃貸借契約、テナントの動向、市場動向等を勘案して算出しています。 

・テナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提としています。 

営業費用 

・営業費用のうち主たる項目は以下のとおりです。 

  （単位:百万円） 

 
2025 年 

１月期 

2025 年 

７月期 

2026 年 

１月期 

賃貸事業費用合計 717 748 769 

 管理委託費 200 145 138 

 水道光熱費 62 76 82 

 修繕費 25 32 50 

 公租公課 149 176 176 

 減価償却費 210 234 241 

賃貸事業費用以外合計 196 201 234 

 資産運用報酬 118 117 150 

・主たる営業費用である取得済資産及び取得予定資産の賃貸事業費用のうち、減価
償却費以外の費用については、取得済資産については取得後の実績に基づき、取
得予定資産については現所有者等又は現受益者等より提供を受けた情報及び取得
予定日において効力を有する予定の賃貸借契約に基づき、想定される費用の変動
要素を考慮して算出しています。 

・減価償却費については、定額法により算出しています。 
・一般的に、不動産等の売買に当たっては、固定資産税及び都市計画税等は現所有
者と期間按分による計算を行った上で物件取得時に精算されます。本投資法人に
おいては当該精算金相当分が取得原価に算入されるため、売買時に当該精算処理
を行う物件については、物件の取得日が属する営業期間には費用計上されません。
そのため、AIG 京都ビルについては、2025 年 7 月期、取得予定資産に係る固定資
産税及び都市計画税等については、2026 年７月期から費用計上されることとなり
ます。AIG 京都ビルに係る固定資産税及び都市計画税等は、2025 年７月期以降、
毎期５百万円、取得予定資産に係る固定資産税及び都市計画税等は、2026 年７月
期以降、毎期 15 百万円を見込んでいます。なお、取得予定資産について取得原価
に算入する固定資産税及び都市計画税等の総額は 28 百万円を想定しています。 

・建物の修繕費は、資産運用会社が策定する中長期の修繕計画に基づく見積額を記
載しています。ただし、予想し難い要因により修繕費が増額又は追加で発生する
可能性があることから、予想金額と大きく異なる結果となる可能性があります。 
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営業外費用 

・2025 年１月期は 163 百万円、2025 年７月期は 278 百万円、2026 年１月期は 233
百万円を想定しています。 

・うち、支払利息及びその他融資関連費用として 2025 年１月期は 157 百万円、2025
年７月期は 269 百万円、2026 年１月期は 225 百万円を見込んでいます。 

・今回の新投資口の発行に係る費用としては 14 百万円を想定しており、繰延資産と
して計上し、定額法により３年（６期）で償却することを前提としています。2025
年７月期、2026 年１月期の投資口交付費としてはそれぞれ８百万円を見込んでい
ます。 

有利子負債 

・有利子負債総額は、2025年１月期末に 28,950 百万円、2025 年７月期末に 32,691
百万円及び 2026 年１月期末に 32,691 百万円を前提としています。 

・2025 年１月期末に 200 百万円の借換えを行う予定であること並びに金融商品取引
法第２条第３項第１号に規定する適格機関投資家から取得予定資産の取得資金及
び付帯費用の一部に充当するため 2025年２月４日を借入実行日とする総額 3,741
百万円の新規借入れを行う予定であること以外には 2026 年１月期末までに借入
金残高に変動がないことを前提としています。 

・LTV については、2025 年１月期末に 48.3％、2025 年７月期末に 48.5％、2026 年
１月期末に 48.5％を見込んでいます。LTV の算出に当たっては、次の算式を使用
し、小数第２位を四捨五入しています。 
LTV＝有利子負債総額÷総資産額×100 

・今回発行する新投資口の発行数及び発行価額により、LTV は変動する可能性があ
ります。 

投資口 

・2025 年１月期については、本日現在の発行済投資口数 278,400 口、2025 年７月期
及び 2026 年１月期については、これに加えて、本日開催の本投資法人役員会で決
議した一般募集による新投資口 38,483 口の発行が行われることを前提としてい
ます。 

・上記の他に 2026 年１月期末まで新投資口の発行等による投資口数の変動がない
ことを前提としています。 

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、2025 年１月期については、
本日現在の発行済投資口数 278,400 口、2025 年７月期及び 2026 年１月期につい
ては、上記の新規に発行予定の投資口数を含む予想期末発行済投資口数 316,883
口により算出しています。 

１口当たり 
分配金 

（利益超過分配
金は含まない） 

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める
金銭の分配の方針に従い、利益の分配をすることを前提として算出しています。 

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸事業収入の変動又は予期せぬ修繕
の発生等を含む種々の要因により、１口当たり分配金（利益超過分配金は含まな
い）は変動する可能性があります。 

１口当たり 
利益超過分配金 

・利益を超えた金銭の分配については、現時点では行う予定はありません。 

その他 

・法令、税制、会計基準、株式会社東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法
人投資信託協会の定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が
行われないことを前提としています。 

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提と
しています。 
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（ご参考） 
 

＜分配金マネジメント及び投資主価値の向上について＞ 
 
◼ 産業地域のポートフォリオを活かし、成長戦略を維持し投資主価値を向上 

 

 

本投資法人は、今回公募増資により、2025 年の年平均巡航分配金は 3,252 円と予想しています。今後
の巡航水準としては年間 6,500～6,600 円を目指し、成長速度を維持し巡航分配金の更なる向上を企図し
ます。 
2024 年の年平均巡航分配金及び 2025 年の年平均巡航分配金の予想額については、本日公表した、別紙

「2025 年１月期、2025 年７月期及び 2026 年１月期における運用状況及び分配金の予想の前提条件」に
記載の前提条件に基づいて算出された 2025 年１月期、2025 年７月期及び 2026 年１月期の１口当たり分
配金（利益超過分配金は含まない）の予想額をもとに、主に以下の調整を行って試算しています。 
 
・ 2024 年の年平均巡航分配金の予想額は、2024 年 7 月期及び 2025 年 1 月期に取得した資産に係る

固定資産税及び都市計画税等の公租公課が、2024 年７月期及び 2025 年１月期に、それぞれ、21 百
万円及び 22 百万円追加して計上された又は計上されるものと仮定して算出しています。 

・ 2025 年の年平均巡航分配金の予想額は、取得予定資産に係る固定資産税及び都市計画税等の公租
公課が、2025 年７月期及び 2026 年１月期に、それぞれ、15 百万円及び 15 百万円追加して計上さ
れるものと仮定して算出しています。 

 

（注１）「第 1回 PO」とは、2023年 1 月 17 日付で本投資法人役員会において決議した公募による新投資口発行及び投資口

売出し、「第 2回 PO」とは、2024年 1 月 17 日付で本投資法人役員会において決議した公募による新投資口発行及

び投資口売出し、「今回 PO」とは、2025年 1月 14日付で本投資法人役員会において決議した公募による新投資口

発行及び投資口売出しをいいます。 

（注２）「固都税効果分」とは、物件取得時に取得原価に算入された固定資産税及び都市計画税等相当額を当該期の発行済

投資口数で除することで算出しており、2022年 7 月期は 2 百万円、2023年 1 月期は 2 百万円、2023年 7 月期は 53

百万円、2024年 1 月期は 58 百万円、2024 年 7月期は 21百万円、2025年 1 月期は 22 百万円、2025年 7 月期は 15

百万円、2026年 1 月期は 15 百万円としています。また、「(試算)巡航分配金」は、各期の 1 口当たり（予想）分

配金（利益超過分配金は含まない）から当該期の「固都税効果分」を控除することで算出しています。 

（注３）「年平均巡航分配金」とは、当該年の 7月期及び当該年の翌年の 1月期の「(試算)巡航分配金」の合計を 2で除す



 
 

 

ご注意：この文書は、本投資法人の 2025 年 1 月期及び 2025 年７月期の運用状況及び分配金の予想の修正並びに 2026 年１月期

の運用状況及び分配金の予想に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたもの

ではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂

正事項分をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。 
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ることで算出しています。 

（注４）2025年１月期及び 2025年７月期の予想分配金の修正予想並びに 2026年１月期の予想分配金の新規予想（試算巡航

分配金を含みます。）は、別紙記載の「2025 年１月期、2025 年７月期及び 2026 年１月期における運用状況及び分

配金の予想の前提条件」に基づいて算出したものであり、将来における分配金の額を保証するものではありませ

ん。また、(試算)巡航分配金は、日本において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（以下「日本会計基

準」といいます。）により規定された指標ではなく、日本会計基準に準拠して表示される他の指標の代替的指標と

して考慮されるべきではありません。 

（注５）「現状巡航目標」は、あくまで目標であり将来の巡航分配金水準を保証するものではありません。 

 


